
令和5年度版男女共同参画白書に見る状況変化

鶴岡市男女共同参画推進懇談会参考資料

2023.11.22

資料３

1



2



3

日本は政治分野への女性の参画が特に弱い。

近年、徐々に女性当選者数が増
加している。
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令和2年国勢調査における山形県の女性の就業率30‐34歳は84.1％、
35‐39歳は85.4％で島根県に次ぎ2位。全国平均を約５％上回る。



※DINKsとは子どもを持たない二人暮らし（Double Income No Kids）
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仕事と家庭の両立コースが年々上昇、非婚就業や子どもを持たないDINKｓコースも上昇
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核家族化が進み、3世代同居が減少、 単独世帯とひとり親世帯が5割に迫る。

結婚や出産を経験しても継続して働く傾向が強まり、M字カーブは改善。
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事業所では徐々に女性の役職登用が増加している。



8

男性は年齢とともに給与が上昇しているが、女性は若年層の給与が高い逆転現象と、経済
情勢に大きく影響を受けず、300万円を超えない年収の壁の影響が見られる。
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パートタイムを選ぶ女性の理由としては、勤務時間の調整ができることが上位であり、男性
と比べ、育児や介護等の家庭の事情の割合が高いことが特徴的。
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育児休業の取得率が大幅に上昇し、出産後に退職する割合が低下。
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こども未来戦略方針（令和5年6月13日閣議決定）

（男性の育児休業取得率の目標）
2025年 公務員85％（１週間以上の取得率）、民間50％
2030年 公務員85％（２週間以上の取得率）、民間85％
（参考）民間の直近の取得率：女性85.1％、男性13.97％



男性の有償労働時間が特徴的に高い国は、日本と韓国

参考 「世界の国々の合計特殊出生率」
出典：米国CIA「The World Fact Book」 ２０２３推計

２１５位 日本 １．３９
２２６位 韓国 １．１１
２２７位 台湾 １．０９ 最下位

１０２位 フランス ２．０２ OECDで労働時間最短
１１４位 アイスランド １．９５ ジェンダーギャップ指数1位

１位 ニジェール ６．７３
２位 アンゴラ ５．７６
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